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アトレードの意味を考察する。一九九九年のシアトルにおける反ＷＴＯデモを受けて二〇〇一年にＷＴＯはドーハ開発ラウンを開始した。これは、貿易交渉の中でも開発問題に取り組む意思表明（ＷＴＯ 開発化）であった。この と 貿易自由化に伴なって途上国が被る不利益が存在することを認め、この不利益に配慮することを求められるようになったことを意味する（ＷＴＯのＵＮＣＴＡＤ化） 。中でも
｢ 貿易のた







































への支援も考えられる。第三に、フェアトレード製品の市場としての日本で消費者啓発を支援することも可能であると指摘する。貿易に携わる機関ではないＪＩＣＡが直接フェアトレードを することは困難なものの、フェアトレードに取り組む様々なアクターを間接的に はり、実際にそうした取り組み よってフェアトレードの実現につながってい 事例を具体的に紹介している。
　続く松永論文では、国際協力銀行（ＪＢ
ＩＣ）との統合後の新ＪＩＣＡ 民間連携室が新設されたことを紹介し、この民間連


























ことを指摘する。また、地域社会支援の色彩は色濃いがフェアトレード団体自体が零細な場合、取引関係が脆弱なものになるという問題点も指摘する。小規模な生産者がフェアトレードを地域開発に結びつけるためには、生産者間のネッ ワーク構築、外部支援者のファシリテーション機能などが大切であり、そ した取り組みに適合的なフェアトレードビジネスモデル 作りあげる必要性があることを明らかにする。
　同様に鈴木論文は、フェアトレードチョ






























をエントリーポイントにして開始した。究極的にはチョコレートに限 ず、先進国市場に到達する様々な商品の調達プロセスをさかのぼっていくことで、消費者の意識を途上国の問題に到達させようというユニークな戦略である。こう 活動を続ける中で、日本に届くチョコレー のほとんどがフェアトレードの対象とすることが困難なアフリカ産カカオを原料としていることに気づいて、有機栽培のチョコレートを自ら輸入するプロジェクト 取りかかっ
ことを報告する。フェアトレードは貧困削減に結びつくのかという問いに対する答えは、先進国の消費者までを巻き込まなければならない問題であるこ を示唆している点で興味深い。
　最後に、佐藤が近年日本語で出版されて
いるフェアトレード関係 書籍の網羅的な紹介を行う。いずれにせよ、本特集が今後のフェアトレード研究の一助 なれば幸いである。
（さとう 　かん／アジア経済研究所研究支援部）
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